様式第１号（第６条関係）

　　年　　月　　日

三朝町長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　　

氏　名　　　　　　　　　　　 　印

三朝町住宅取得等支援事業補助金対象者認定申請書
　三朝町住宅取得等支援事業補助金交付要綱第６条第２項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

	住宅内容
	新築　　・　　購入　　・　　増改築

	居住予定者
	氏　　名
	続柄
	生年月日
	現住所地

	
	
	
	
	町外　・　町内

	
	
	
	
	町外　・　町内

	
	
	
	
	町外　・　町内

	
	
	
	
	町外　・　町内

	
	
	
	
	町外　・　町内

	居住予定住所
	三朝町大字

	契約日
	　　　　　年　　　月　　　日

	完成予定日

(購入・増改築の場合は入居予定日)
	　　　

年　　　月　　　日


（添付書類）

(１)　補助対象事業に要する経費の内訳が記載された契約書の写し

(２)　住宅の位置図、平面図、立面図、増改築にあっては改修内容の分かる図面等

様式第２号（第６条関係）

　　年　　月　　日

　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三朝町長　　　　　　　 　印

三朝町住宅取得等支援事業補助金対象者認定（不認定）通知書
年　　月　　日付けで認定申請のあった三朝町住宅取得等支援事業補助金対象者について、下記のとおり決定したので通知します。

記

１　審査結果　　 認定　・　不認定

２　事業区分　　 移住促進事業　・定住促進事業
　　
３　居住予定場所　　　　  　　　　　　　　　　　　
４　補助予定額　　 　　　　　　円

【内訳】

①　補助対象経費　　　　　　　　　　　　円 × 5/100＝           　　　　 円

　※上限額：移住促進100万円（三朝都市計画区域外150万円）
定住促進50万円（三朝都市計画区域外75万円）
②　中学生以下の子ども 　人 × 20万円＝  　　　 　　　　円

様式第３号（第７条関係）

　　年　　月　　日

三朝町長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　　

氏　名　　　　　　　　　　　 　印

三朝町住宅取得等支援事業補助金交付申請書
標記補助金の交付を下記のとおり受けたいので、三朝町住宅取得等支援事業補助金交付要綱第７条第１項の規定により関係書類を添えて申請します。
記

	事業区分
	移住促進事業 ・ 定住促進事業
	住宅内容
	新築 ・ 購入 ・ 増改築

	居住地
	

	算定基準額
	　　　　　　　　　　　　　　　円(A)

	補助基礎額

(A)×5/100
	　　　　　　　　　　　　　　　円(B)
（上限額）移住促進100万円（三朝都市計画区域外150万円）

定住促進50万円（三朝都市計画区域外75万円）

	中学生以下の子ども 　 人 × 20万円　＝　　　　　　　　　　　　　 円(C)

	交付申請額(B)＋(C)
	　　　　　　　　　　　　　 円

	世帯員
	氏　　名
	続柄
	生年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	転居・入居（予定）日
	年　　　月　　　日


（添付書類）

(１)　三朝町住宅取得等支援事業補助金対象者認定通知書の写し
(２)　補助対象事業に係る領収書の写し

(３)　取得住宅等に係る土地及び建物の登記簿謄本 

(４)　増改築にあっては改修内容の分かる図面 
(５)　補助事業の成果が確認できる写真 
(６)　住民基本台帳法第６条に規定する住民票（世帯全員が記載されているもの）又は同法第17条に規定する戸籍の附票の写し 
(７)　現住所地の市区町村税の滞納のないことを証明する書類（本町の住民である場合は、町税の滞納の調査に係る同意書（様式第４号））

様式第４号（第７条関係）

町税の滞納の調査に係る同意書

　三朝町住宅取得等支援補助金の交付を申請するに当たり、三朝町住宅取得等支援事業補助金交付要綱第３条第４号に規定する市区町村税を滞納していないことの審査を行うため、町税の納付状況について調査されることに同意します。

年　　月　　日

　三朝町長　　様

住所（所在地）

氏名（名称及び代表者）　　　　　　　　　　　　㊞

様式第５号（第７条関係）

　　年　　月　　日

　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三朝町長　　　　　　　 　印

三朝町住宅取得等支援事業補助金（交付・不交付）決定通知書
年　　月　　日付けで申請のあった三朝町住宅取得等支援事業補助金の交付について、次のとおり決定したので、三朝町住宅取得等支援事業補助金交付要綱第７条第２項の規定により通知します。

記

１　決定内容　　　交付　・　不交付

２　交付決定額　　　　　　　　　　　円

３　交付の条件　　　 次の各号のいずれかに該当するときは、やむを得ない場合を除き、本補助

金の交付の決定を取り消し、既に交付した補助金の全部又は一部に相当する

金額の返還を命ずる。

(１)　対象住宅を、本補助金の交付決定を受けた日（以下「交付決定日」という。）から５年以内に取り壊し、譲渡し又は売却したとき。

(２)　申請者が、交付決定日から５年以内に町外へ転居又は転出したとき。(３)　申請者が、交付決定日から１年以内に本町へ転入しないとき（申請者　

が申請日において本町の住民基本台帳に記録されていない場合に限る。）。
(４)　申請者が、交付決定日から１年以内に対象住宅へ転居しないとき。

４　不交付の理由

